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なぜコーポレートブランド価値測定なのか

１　米国型　対　日本型　を超えた経営モデルとして提言した「コーポレートブラ１　米国型　対　日本型　を超えた経営モデルとして提言した「コーポレートブラ
ンド経営」を実践し、企業価値を創造するためにンド経営」を実践し、企業価値を創造するために

２　企業価値の源泉（バリュードライバー）は有形資産から無形資産へと移行し２　企業価値の源泉（バリュードライバー）は有形資産から無形資産へと移行し
ているとの認識が世界的な潮流となりつつあるが、無形資産の中核的要素であているとの認識が世界的な潮流となりつつあるが、無形資産の中核的要素であ
るコーポレートブランドの測定モデルの開発は世界的意義をもつるコーポレートブランドの測定モデルの開発は世界的意義をもつ

３　米国や欧州では時価評価の次の潮流として、無形価値や非財務指標の開３　米国や欧州では時価評価の次の潮流として、無形価値や非財務指標の開
示に向けて動き始めており、わが国でも会計ビッグバンを超えた会計モデルの示に向けて動き始めており、わが国でも会計ビッグバンを超えた会計モデルの
提言が必要提言が必要

　企業ブランドの価値を測定する評価モデルの構築が急務に！
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日本的経営への反省
n なぜわれわれは、新たな経営手法をモノにできなかったのか

n かつてのＣＩの反省から

n 日本の企業人は能力が劣るのか？

n 測定に対する淡白さと完全主義

n この教訓をコーポレートブランド経営にどう生かすか

「測定できるものはコントロールできる」「測定できるものはコントロールできる」
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従来のモデルの特徴と限界

　　（（11）ブランドが顧客に与える影響にのみ焦点）ブランドが顧客に与える影響にのみ焦点

　（　（22）質問調査法か財務データ法のどちらか一方に依存してい）質問調査法か財務データ法のどちらか一方に依存してい
　　　るケースが大半　　　るケースが大半

　（　（33）企業イメージと）企業イメージとCBCB価値や企業価値との関係がブラックボ価値や企業価値との関係がブラックボ
　　　ックス　　　ックス

　（　（44）ブランド戦略全体の中でコーポレートブランド価値の評）ブランド戦略全体の中でコーポレートブランド価値の評

　　　価モデルがどのように位置づけられるのか不明　　　価モデルがどのように位置づけられるのか不明
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CBバリュエーターの特徴

n ゴールデン・トライアングルにこだわった世界初
のCB評価モデル

n ３つの「統合」を実現

n 企業イメージと企業価値とのリンケージを解明

n CBスコアランキングのみならずCB価値金額（絶

対額）まで算出



5

企業理念・ビジョン

コーポレートブランド

顧客価値・パートナー価値

株主価値従業員価値

コーポレートブランド経営の
ゴールデン・トライアングル
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３つの「統合」

バ
リ
ュ
エ
ー
タ

CB
ゴールデントライアングルに基づいて、
３つのステーホルダー価値を統合

ゴールデントライアングルに基づいて、
３つのステーホルダー価値を統合

質問調査法と財務データ法の統合質問調査法と財務データ法の統合

B/S法とP/L法の統合B/S法とP/L法の統合
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ブランド価値評価モデルの戦略的活用

n ブランド価値の定点観測によって、ブランド価値
管理を行ない、ブランド価値の向上、企業価値の
向上を図る

n 中期経営計画への反映

n CB監査（費用対効果の検証）

n CBO・ブランドマネージャーの設置

n グループ企業に対するブランド使用料算出の基
礎

ブランド経営・企業価値創造への活用
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ブランド価値評価モデルの戦略的活用

n ブランド価値に基づいた投資ポートフォリオの構
築

n 　もっとも信頼感のあるポートフォリオ

n 融資スタンスの抜本的改革

n 有担保主義との決別

n 有形資産への過度の変更からうの決別

n 新たな融資スタンスの構築

n 企業の真の強さの源泉は無形資産、とりわけコーポレー
トブランド

n CB価値の精査によって与信決定を行なう

n 「CBは火災に遭うことはない」

投融資への活用
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ブランド価値評価モデルの戦略的活用

n 投資分析への活用
n CB価値に基づく理論株価を算出し、現在の株価と比

較分析

n M&Aにおける企業評価（買収価格の決定）

n ベンチャー企業の株式取得価格の決定

n ブランド損害保険のパッケージ構築

企業評価等への活用
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CB Valuator の基本的な考え方
プレミアム・認知・忠誠（ゴールデン・トライアングル）

　当該企業の株式購
入に関心を持つ株主
層の広さや株主数

　どれほど幅広い新
規・中途採用の人材
を惹きつけることがで
きるか？

　どれほど幅広い顧
客を惹きつけることが
できるか？

ブランド認知
（量・拡大可
能性）

　相当のプレミアムを
払っても買いたいと思
うか？

　能力の高い従業員
をいかに惹きつけ、動
機づけられるか？

　ターゲットとする顧
客をいかに惹きつけ
ることができるか？

ブランドプレ
ミアム（質）

　どれほどの期間に
わたって株主を惹き
つけ、つなぎ止めるこ
とができるか？

自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞに対する
従業員の思い入れの
深さ・強さ

　どれほどの期間に
わたって顧客を惹き
つけ、つなぎ止めるこ
とができるか？

ブランド忠誠
（継続性・安
定性）

顧客 従業員 株主

※プレミアム＝現時点で取引しているステークホルダーの質（優良度）を反映。

　 認知＝将来的に取引対象となる可能性があるステークホルダーの量を反映。

　 忠誠＝既存ステークホルダーが当該ブランドにどれほど絆を感じているかを反映。



11

プレミアム・認知・忠誠の意味するところ

認知度

（取引意欲）

忠誠度

　「取引の継続可能性・安定性」を測定

　「取引の拡張可能性」を測定

プレミアム
「企業ブランドを源泉とする利益・
価値の創造可能性」を測定

既存のブランド理論におけるブ
ランド・パワー

企業ブランド利益
の継続性・変動性

企業ブランド
利益・価値の
拡大可能性
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プレミアム・認知度・ロイヤリティーの財務効果

①×②

ｔ

CB利益
③ ④

CB利益曲線

■ブランドの財務効果■ブランドの財務効果

①価格プレミアム

②認知度（取引意欲）

③ロイヤリティー・絆

④ボラティリティーの抑制

※①と②はCB利益水準を
増加させる。

　③は利益創出期間を長
期化させる。

　④は利益の安定的創造
を促す。
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CB Valuator（統合型企業ブランド診断システム）
   B/Sアプローチ　vs　P/Lアプローチ

認知（量）

プレミアム（質）

忠誠（期間・変動）

顧客 従業員 株主

①プレミアム・認知・忠誠指標から各ステークホルダー
の心の中に蓄積されたブランド・イメージの質や深さ
を推定（顧客・従業員・株主スコアとして指標化）。

②顧客スコア、従業員スコア、株主スコアを１指標に
→　ＣＢスコア

③ＣＢ活用力、ＣＢ活用機会の算出。

④ＣＢスコア、ＣＢ活用力、ＣＢ活用機会からＣＢ価値
を算出。

①ＣＢスコア、ＣＢ活用力
の算出まではB/Sアプロー
チと同様。

②無形価値、NOPAT(税
引後営業利益)、ＣＢスコ
アの関連性を分析し、コー
ポレートブランドを源泉と
する利益がどのくらいの
水準にあり、それが今後
何年間継続するのかを予
測。

P/LP/Lアプローチアプローチ

B/SB/Sアプローチアプローチ
コーポレートブランド価値コーポレートブランド価値
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CB Valuator（統合型企業ブランド診断システム）

株式時
価総額

企業価値

簿価
資産資産

負債負債

株主資本株主資本

有価証券等含み益有価証券等含み益 評価差額など評価差額など

◇◇B/SB/Sアプローチアプローチ

Intangibles= 時価ベースの時価ベースの

株主資本株主資本Unseen WealthUnseen Wealth

Unseen Wealthの
主要な構成要素の
１つ→ＣＢ資産ＣＢ資産

B/S　アプローチ
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コーポレートブランド価値算定のステップ
B/SB/Sアプローチアプローチ

顧客・従業員・株主それぞ
れについてプレミアム・認知・
忠誠指標を測定（①）。

①を軸に顧客・従業員・株主
スコアを測定。

顧客・従業員・株主スコアを
足しあわせてＣＢスコアを算
出。

ＣＢスコアをＣＢ価値に転換。
①CBスコアの修正

　②CB活用機会の算出　②

【ステップ１】

【ステップ２】

【ステップ３】

【ステップ４】

【ステップ２】

　各ブランドスコア
　　＝プレミアム×認知×忠誠

【ステップ１】
　プレミアムは財務データ、認知・忠誠
指標はイメージ・データから算出。

【ステップ３】

CBスコア

＝顧客スコア+従業員スコア+株主スコア

【ステップ３】
　①CB活用力、ROI水準によりCBスコアの修
正
　②①の修正CBスコアと無形価値で回帰
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CB Valuator（統合型企業ブランド診断システム）

１　財務データ　　NEED-COMPANY（日本経済新聞社の総合企
業データバンク）。上場企業・店頭公開企業を対象。

２　イメージ・データ　日経企業イメージ調査

　　公開・非公開企業1,115社に対するイメージをビジネスマン、

　　一般個人それぞれに質問調査。2000年9月に実施。

３　証券アナリストや有識者へのヒアリング・質問調査。

　　　顧客・従業員・株主から高く評価される企業が構築している
イメージを調査。

４　日経就職企業イメージ調査、働きがい・ゆとり調査。

データベース
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ステップ１　プレミアム・認知・忠誠

　株式購入意欲　就職意欲　好感度認知（取引意欲）

　株価純資産倍率　営業利益/人件費　ＲＯＳプレミアム（質）

　株式時価総額・PBR

の変動性・成長性と関
連性の高いイメージか
ら算出。

期末従業員数・労働生
産性の変動性・成長性と
関連性の高いイメージ
から算出。

売上・利益・R O Sの変

動性・成長性と関連
性の高いイメージから
算出。

忠誠度

顧客 従業員 株主

注1. 認知（取引意欲）についてはアンケート回答者のうち何%が当該項目に対して○を
つけたかで測定される。

注2.忠誠度算出にあたって活用するイメージは、当該企業名を知っているアンケート回
答者のうち何％が当該項目に○をつけたかで測定される。

注3.忠誠度指標の算出にあたっては、まずベースとなる各イメージ項目を標準化変量
に変換する。これはイメージ項目ごとにスコアの水準が大きく異なるのを調整するため。
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ステップ１　忠誠指標の算出

ステップ３　抽出したイメージを主成分分析で総合指標化

◇顧客

よい広告活動、顧客ニー
ズへの対応、営業・販売
力が強い・成長力がある・
個性がある

親しみやすい、自己改革
に積極的、国際化が進
んでいる

①過去10年間のデータから抽出 ②最近の動向を考慮

　主成分分析によりこれらのイメージを顧客忠誠指標を算出

　→第１主成分～第3主成分を足し合わせたを顧客忠誠度指標に！

　　　（寄与率は75～90％の範囲に収まるよう調整）
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ステップ２　ステークホルダー・スコアの算出

ステークホルダー
スコア

＝　　プレミアム×　認知（取引意欲）　　×　忠誠

質 拡張可能性 継続性・安定性

※たとえ多くのステークホルダーに取引したい取引したいと考えていたとしても、そのステー
クホルダーのプレミアムプレミアムが低ければ、キャッシュ・フローの創造にはつながらな
い。またたとえステークホルダーに長く愛顧愛顧されていても、取引したい取引したいと思う新規
ステークホルダーを獲得できなければ、将来キャッシュ・フローは増加しない。

（顧客・従業員・株主）

　顧客、従業員、株主スコアそれぞれはプレミアム、認知、忠顧客、従業員、株主スコアそれぞれはプレミアム、認知、忠
誠指標を総合的に高めていかなければ上昇しない。誠指標を総合的に高めていかなければ上昇しない。

　ステークホルダーの心に当該ブランドをどれほど強く訴えかけ、
いかに良質のステークホルダーを惹きつけることができているか
を表す指標。
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ステップ３　コーポレートブランド・スコアの算出

顧客スコア 従業員スコア 株主スコア

ステークホルダー・スコアをステークホルダー・スコアを
１指標化１指標化 ＝コーポレートブランド・スコア＝コーポレートブランド・スコア

◇手法◇手法
①顧客スコア、従業員スコア、株主スコアに含まれている情報をなるべく消滅さ
せることなく１指標として表す　→　主成分分析主成分分析

②顧客、従業員、株主の重要度は企業ごとに異なることから、本調査ではイコー
ルウェイトで各スコアを足し合わせることにより１指標に統合。

　※①の場合、主成分や主因子として反映されない残差部分をどのように解釈すればよ
いのかがクリアとならない。むしろイコール・ウェイトという前提で作業を進めているといっ
た方がすっきりしている。
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ステップ４　コーポレートブランド価値の算出
CBスコアからCB価値への転換

◆CBスコアとCB価値の関係性

CBスコア

CB活用力

CB価値

企業ブランドをいかに利益創造に結びつける能力があるか？

企業ブランドを軸にした将来キャッシュ・フロー創造の機会がどれ
ほど多く存在しているか？

CB活用機会

では、CB活用力、活用機会をどのように定義するか？
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コーポレートブランド価値ツリー

　顧客スコア　 　従業員スコア　 　株主スコア　

CB Advantage
（CBスコア）

CB活用力 CB活用機会

CB Leverage
（CB倍数）

コーポレートブランド価値

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ

認知

忠誠

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ

認知

忠誠

ﾌﾟﾚﾐｱﾑ

認知

忠誠

ビジネス
モデル

経営者

システム

プロセス

産業・将来性

産業・成長性

産業・リスク

財
務
デ
ー
タ

イ
メ
ー
ジ
・

デ
ー
タ

財務データとイメージデータの関連性、アナリストや有識者への
ヒアリング調査から総合的に評価・推定

×

×

＝

×

×

＝

×

×

＝
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コーポレートブランド価値の算出
上位50社の業種構成の変遷①

2社0社精密機械

1社2社その他製造

2社3社医薬品

0社1社機械

19社15社電機

2社2社輸送機

0社1社鉄鋼・非鉄金属

3社

1996年度

3社化学・ゴム

2000年度

1社2社電力・ガス

2社0社その他金融

3社3社運輸

3社1社通信

6社14社銀行・証券・損保

1社

2社

1996年度

3社サービス

3社小売り

2000年度

◆上位50位にランクインした企業の業種構成
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コーポレートブランド価値の算出
上位50社の構成業種の変遷②

特徴１　銀行、証券、損保のポジションが低下！

　上位50社に占める割合は1996年度の14社から2000年度には6社と半減。
また1996年度には上位10社のうち4社を占めていたが2000年度にトップ10に
ランクインしたのは東京三菱銀行のみ。

特徴２　エレクトロニクス、通信、サービスの躍進

　金融機関に代わって躍進したのがエレクトロニクス、通信、サービス。キーエ
ンス、松下通信工業、アドバンテスト、東京エレクトロン、リコー、HOYA、NTT
ドコモ、NTTデータ、日本オラクル、セコムがランクイン。

特徴３　総合型企業から集中型企業へ

　総合型企業よりもむしろ限定されたドメインで高いパフォーマンスをあげる企
業が上位に。


